
　

第19回定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連結注記表
個別注記表

（2018年10月１日～2019年９月30日）

株式会社CRI・ミドルウェア
　

第19回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結
計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令
及び当社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://www.cri-mw.co.jp/）に掲載することにより株主の
みなさまに提供しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 ３社
・主要な連結子会社の名称 株式会社ウェブテクノロジ

CRI Middleware, Inc.
上海希艾維信息科技有限公司

　なお、当連結会計年度において新たに設立した上海希艾維信息科技有限公司を
連結範囲に含めております。

（2）持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
　株式会社ウェブテクノロジ ８月31日
　上海希艾維信息科技有限公司 12月31日
　連結計算書類の作成にあたっては、次のとおりであります。
　株式会社ウェブテクノロジについては、同決算日現在の計算書類を使用してお
ります。ただし、９月１日から連結決算日９月30日までの期間に発生した重要な
取引については、連結上必要な調整を行っております。
　上海希艾維信息科技有限公司については、連結決算日現在で実施した仮決算に
基づく計算書類を使用しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
（イ）満期保有目的の債券
　償却原価法（定額法）を採用しております。

（ロ）その他有価証券
㋑ 時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。
㋺ 時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。
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ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　仕掛品
　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用し
ております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　当社グループは定率法を採用しております。ただし、2016年４月以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。また、
在外子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10年～15年
工具、器具及び備品 ４年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、市場販売目的のソフトウェアについては見込販売収益に基づく償却
額と見込販売可能期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大
きい額を計上する方法を採用しております。また、自社利用のソフトウェア
については社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
ハ．リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、当連結会計年度に見合う支
給見込額に基づき計上しております。
ハ．役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退任慰労金内規に基づく当連
結会計年度末要支給額を計上しております。
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④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．重要な収益及び費用の計上基準
　受託開発のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の計上基準
（イ）当連結会計年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる

契約
　工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

（ロ）その他の契約
　工事完成基準を適用しております。

ロ．消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
ハ．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債
は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平
均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。

ニ．退職給付に係る会計処理の方法
　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
当連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。また、国内の連結子会社は、確定拠出型の制度とし
て中小企業退職金共済制度を採用しております。

（表示方法の変更に関する注記）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30
年２月16日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他
の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更
しております。

　
２．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 34,701千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,073,918株
当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度
末株式数
（株）

発行済株式
普通株式 4,962,218 111,700 － 5,073,918
合計 4,962,218 111,700 － 5,073,918

（注）ストック・オプション（第２回新株予約権及び第３回新株予約権）の行使によ
り、発行済株式の総数は、111,700株増加しております。

（2）当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数
普通株式 159,032株

当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度
末株式数
（株）

自己株式 159,032 － － 159,032
合計 159,032 － － 159,032

（3）剰余金の配当に関する事項
　該当事項はありません。

（4）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来してい
ないものを除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 1,273,032株
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４．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社は、資産運用規程に基づき、一時的な余資は主に安全性の高い金融資産
で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。連結子会社についても、
同様の方針です。
② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海
外で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒さ
れております。
　有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券とその他有価証券です。
有価証券は公社債や短期金融商品を対象とした追加型投資信託（ＭＭＦ等）で
あります。また、投資有価証券のうち満期保有目的の債券は、格付けの高い債
券を対象としており、また、その他有価証券は業務上の関係を有する企業の株
式であり、非上場株式のため業績の変動リスクに晒されております。
　営業債務である未払費用等は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり
ますが、一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。
　新株予約権付社債は、資本・業務提携、Ｍ＆Ａに要する投資資金として発行
しております。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、営業債権についてコーポレート本部が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子
会社についても、同様の管理を行っております。
ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等
を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
ハ．資金調達に係る流動性リスク
　当社は各部署からの報告に基づき、コーポレート本部が適時に入出金見込
を管理するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理して
おります。連結子会社についても、同様の管理を行っております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており
ません。（（注）２.参照）

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現 金 及 び 預 金 2,887,684 2,887,684 －
（2）売 掛 金 526,848 526,848 －
（3）有 価 証 券 996 996 －
（4）投 資 有 価 証 券 319,775 320,314 539

資 産 計 3,735,305 3,735,845 539
（1）未 払 法 人 税 等 25,396 25,396 －
（2）1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 310,000 310,000 －
（3）転換社債型新株予約権付社債 1,019,900 1,019,900 －

負 債 計 1,355,296 1,355,296 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
（1）現金及び預金、（2）売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額によっております。

（3）有価証券、（4）投資有価証券
　これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっ
ております。

負債
（1）未払法人税等

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額によっております。

（2）1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債、（3）転換社債型新
株予約権付社債
　元利金の合計額（利率ゼロ）を、同様の社債発行を行った場合に想
定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 255,920

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表には含めておりません。

（3）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 2,886,905 － － －
売掛金 526,848 － － －
有価証券
　ＭＭＦ 996 － － －
投資有価証券
　満期保有目的の債券 － 119,775 200,000 －

合計 3,414,750 119,775 200,000 －

（4）新株予約権付社債の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内 ５年超

転換社債型新株
予約権付社債 310,000 1,019,900 － － －

合計 310,000 1,019,900 － － －

５．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 544円12銭
（2）１株当たり当期純利益 53円26銭
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６．重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合）
当社は、2019年９月30日開催の取締役会において、有限会社ツーファイブの

全株式を取得し完全子会社化することについて決議し、同日付けで株式譲渡契約
を締結し、2019年10月31日に全株式を取得いたしました。
１．目的及び理由

当社は、主力である音声関連ミドルウェアと映像関連ミドルウェアをさ
まざまな分野の顧客ニーズに合ったかたちで製品化し、幅広く展開してお
ります。主な対象分野として、スマートフォンゲームや家庭用ゲームをは
じめ、カラオケ機器などのエンターテインメント分野、家電・IoT 機器や
医療ヘルスケア分野に展開しており、昨今は監視カメラや Web 動画とい
った、新たな分野へも事業領域を拡げております。また、子会社である株
式会社ウェブテクノロジにおいては、ゲーム分野を中心に画像最適化ソリ
ューションを幅広く展開しております。
　ツーファイブ社の中心事業は音響制作であり、主にスマートフォンアプ
リのゲームや家庭用ゲーム機ソフトの音声制作を行っております。近年は
セリフ付きゲームの需要が高まっており、ツーファイブ社の主な業務も、
声優のキャスティングから、演出・収録・加工・編集・データ化までを総
合的に手掛けるサウンド制作へと拡大しております。
　この度、ツーファイブ社がグループ入りし、これまで当社が行ってきた
ミドルウェアビジネスとツーファイブ社の音響制作事業が融合されること
で、当社グループはサウンドソリューションを上流から下流までワンスト
ップで提供できることになります。ツーファイブ社が持つサウンド制作や
コンテンツ制作などに関する現場の知見やノウハウをグループ内に取り込
み、当社の持っているテクノロジーを余すことなく活用することで、より
高度で先進的なゲームサウンドを実現いたします。
　また、ツーファイブ社としては、当社製品やテクノロジーを活用するこ
とで、より効率的に高品質な音響制作が可能となり、当社としては、サウ
ンド制作者を直接支援することで、現場のニーズや課題を早期に把握し、
当社製品の進化やテクノロジーの高度化に寄与すると考えております。
　これらの理由から、当社はツーファイブ社の全株式を取得することとい
たしました。
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２．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容
①被取得企業の名称 有限会社ツーファイブ
②事業の内容 音響制作（作詞、作曲、編曲、レコーディング、音声の
加工や編集等）、CDの制作販売、レコーディングスタジオの運営、イ
ベントの企画運営等

(2) 企業結合日
2019年10月31日

(3) 企業結合の法的形式
株式取得

(4) 結合後企業の名称
株式会社ツーファイブ

(5) 取得した議決権比率
100％

(6) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が議決権の100％を取得し、完全子会社化することによるもので
あります。

３． 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 60百万円

取得原価 60百万円
４． 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（転換社債型新株予約権付社債の権利行使）
　当社が発行した「第１回無担保転換社債型新株予約権付社債」について、当連
結会計年度末後から2019年11月７日までに権利行使が行われており、その概要
は以下のとおりであります。
１．新株予約権の行使個数 31個
２．発行した株式の種類及び株式数 普通株式 232,732株
（2019年９月30日現在の発行済株式総数の4.6％）
３．１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債の減少額 310百万円
４．資本金の増加額 155百万円
５．資本準備金の増加額 155百万円

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年11月27日 10時34分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
イ．満期保有目的の債券
　償却原価法（定額法）を採用しております。
ロ．子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しております。
ハ．その他有価証券
（イ）時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

（ロ）時価のないもの
　移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
　仕掛品
　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用して
おります。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用しております。ただし、2016年４月以降に取得した建物附属設
備及び構築物については定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 10年～15年
工具、器具及び備品 ４年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、市場販売目的のソフトウェアについては見込販売収益に基づく償却額
と見込販売可能期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい
額を計上する方法を採用しております。また、自社利用のソフトウェアについ
ては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法を採用し
ております。
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。
② 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当事業年度末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
③ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退任慰労金内規に基づく当事業
年度末要支給額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
　受託開発のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の計上基準
イ．当事業年度末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる契約
　工事進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。
ロ．その他の契約
　工事完成基準を適用しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30
年２月16日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産
の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しており
ます。
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２．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 34,276千円
　(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 18,965千円
② 短期金銭債務 －千円

３．損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高
　 営業取引による取引高
　 売上高 15,396千円
　 営業取引以外の取引高 4,000千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 159,032株
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５．税効果会計に関する注記
　（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 440千円
未払事業税 3,520千円
減価償却超過額 1,410千円
資産除去債務 5,327千円
退職給付引当金 29,971千円
役員退職慰労引当金 19,232千円
繰延税金資産小計 59,902千円
評価性引当額 △19,232千円
繰延税金資産合計 40,669千円

　（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実
効税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。
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６．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び主要株主（会社等の場合に限る）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
又は
出資金
（千 円）

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有（被
所有）
割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

主要株
主が自
己の計
算にお
いて過
半数を
保有し
ている
会社

株 式 会
社 セ ガ
ゲ ー ム
ス

東京都
品川区

100,000
ゲーム関
連コンテ
ンツの企
画 ・ 開
発・販売

被所有
間接
13.0

ミドル
ウェア
の使用
許諾先

ミドル
ウェア
の使用
許諾取
引

195,462 売掛金 44,124

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
上記の会社との取引については一般の取引条件と同様に決定しております。

（2）役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有（被
所有）
割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

役員が
議決権
の過半
数を自
己の計
算にお
いて所
有して
いる会
社及び
その子
会社

株式会社
RAY
(注)3

東京都
渋谷区 1,000 情報サービス ― 業務

委託先

グロー
バル展
開に関
するコ
ンサル
ティン
グ

10,800 未払
費用 1,474

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
上記各社との取引については一般の取引条件と同様に決定しております。

３．当社子会社役員である中里英一郎が議決権の100％を所有しております。
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７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 547円28銭
（2）１株当たり当期純利益 54円97銭

８．重要な後発事象に関する注記
連結注記表の「６．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載している
ため、注記を省略しております。
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